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品揃えの多寡が店舗立地に与える影響について
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国際基督教大学

本稿では、線形都市モデルを用いて、品揃えが庇舗の立地に及ぼす影響を考察し

た。具備はは、線形都市の一端に十分な品揃えがある庇舗(商業集積) を想定し、

参入底舗が線形都市のどちらかの端を選んでから同時に価格を決定するというモデ

ルを用いた。ここでは各底舗の販売する商品の価値には不確実性があり、品揃えの

多寡によってそれが変化すると仮定している。

参入底舗の品揃えが多L、ほど、商業集積のなし、側の端を選択するようになること、

また、分散立地が均衡として生じる場合には、それが経済厚生の観点からも望ま し

いということが結果として得られた。

l はじめに
近年、大担底舗の郊外出底が目立っている。その一方で、中心市街地は空き庇舗が目

立つなど、活性化が必要との認識が広がっている。これを背景に、中心市街地への立地

回帰を目指して「まちづくり 3法Jの改正が行われ、 l万平米を基準に、大型底舗の郊

外立地が抑制されるよう になったら

このような郊外立地の進展については、以下のような説明がしばしばみられる。

①消費者サイドの変化

・大都市圏では、宅地開発が中心市街地から周辺に広がるにつれて、郊外に居住する人

口が精力目した。

・地方では、中心的な交通手段が鉄道から自動車へと変わるにつれて、 鉄道駅を核にし

た (旧)中心市街地 を訪れる人数や頻度が低下した。これは 「ついでに買し物Jとし、

う購買行動の減少を通じて、中心市街地の立地としての衝立性を損なった。

-自動車の普及や共稼ぎの精力日を背景に、自動車を利用したまとめ民、とし、う行動パタ

本稿をまとめるに当たり、東烹大学社会科学研究所「産構組織研究会j の各メンパーから貴重なコメントを

いたたψいた. また、匿名のレブエリーより、参照すベき文献や記述の慎重さなどについて指摘を受けた.ここ

で記して御礼に代えたい。むろん、あり得べき想りはすべて筆者の責に掃する.
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l 当核規制は都市計画法によるもので、 20前 年 5月の改正で導入された。ただし、全面施行は 07年 II月京.
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ーンが広がった。これに伴い、自動車利用に便利な幹線道路lBIi、(ロ ー ドサイド)に

立地上の倒立性が生じた2。

②出!苫コストの格差

・中心市街地では地価や賃料が周辺に比べて高いうえ、土地が細分化されて権利関係も

複雑なことがしばしばであり 、出!日寺の調整コストが大きい。

・郊外では工場跡地や農地など、まとまった用地の確保が容易であり、地価も相対的に

{!l; し、。

今回の法改正は、後者の要因に着目して規制を課すものと捉えられる。

さて、このように特定の規模に着目 した政策は、現実経済においてどのような効果を

持ちうるだろうか。その点について考察するには、まず規模と立地の相互関係について

理論的検討を行うことが有益であろう。そこで本稿では、出庇コス トの差異や人口分布

の変化といった上述の要因をあえて捨象することによってモデルを単純化し、この関係

に絞って分析を行った。

分析においては、Hotelling(1929)以来長い歴史を持つ線形都市モデルを使用し、

既存底舗の集合体である企業と、参入企業との複占構造における立地選択問題と して分

析を行った九 企業はまず立地を、 次いで価格を決定する。そののちに、消費者は (商品

の価値の分布のみを認識したもとで)期待効用を最大化するように行動する。

本稿の結論は、 「新規参入底舗の品揃えが増すほど、参入底舗は既存底舗のない地点

制1外)に出底する ようになるつ 、 「均衡において立地が分散する場合には、それが経

済厚生上望ま しし、Jというものである。つまり、応舗の大型化、すなわち品揃えの増加

と郊外出府の増加は、単に同時並行的であるのみならず相互促進的であるということに

なる。このため、今次法改正のように大規模応舗に限定した郊外出底規制であっても、

底舗の中心地回帰の一因と して作用する可能性があるといえる。

このような結論が導かれたのは、以下の理由による。本稿における消費者は、事前に

は庇舗で販売される財の価値を正確な値と Lては知らず、単に分布と して知るのみであ

2松井・成生(2003)では、パネルデータによる実証分析を行い、自動車の普及に伴ってまとめ買し寸7動が増加

した結果として、総小売唐舗数が減少したと指摘している.その上で、人口の郊外へのシフトが郊外出唐を促

進することを示唆した。また、内閣府の実施した世論調査(内閣府 (2005))では 、買い物での自動車利用率が

上昇し、回答者の 7割を超過したとしている.

3ただし、ヰヌキ高では消費者の所在の面で各立t也長を均 化するため、立地として選択可能な場所を線形都市の

両端にあえて制限している。このため、綿7t簿 E市モデルを使用しながらも、 2地域モデルに近い性質を有して

いる.

4 より正殖に言う と、f新規参入唐輔の品揃えが増すほど、 参入居舗は既存唐舗のない地点に出唐するこ とが均

衡となるような、消費者の移動コストを表すパラメータtの範囲が広がるj というととである.
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る。 このため、同一地域にある庇舗の品揃えが多ければ多いほど、その地域を訪れる価

値 (の 期待値)が高まる 。換言すると、品揃えが集客力を生んでいるのである。企業に

とっては、他庇舗と同一地域に立地すると、この集客力効果を得る一方、他活舗との競

争はより激しくなる。つまり、集客力のプラス効果と競争のマイナス効果のどちらが大

きいかによって、同一地域を選んで集積するか、別地域を選んで分散するかが決まるこ

とになる。品揃えの小さい!苫舗 は、自 ら町 集客力が小さいうえ、 競争によるマイナス効

果も限定的であるため、同一地域を選びがちになる。 一方、品揃えの大きい庇舗は、自

らでもある程度の集客カを備えるうえ、 (両企業の販売する財の価値がかなり似通うた

め)競 争のマイナス効果が大きくなるため、男rJ地域を選びがちになると また、比較的移

動コストが高く、均衡で分散立地が生じる状況では、!苫舗 の分散が移動コストの大幅な

節減をもたら し、また、各r.5 舗が消費者を闘い込む意図で価格を抑えるため、経済厚生

で比較すると分散立地の方が望ましくなるのである。

本稿は、線形都市のもとで各企業が立地選択 価絡競争を行うとし、う- ，車のモデルの

中に位置づけられる。 同種のモデルで最も有名な先行研究と しては 0'Asp目立nont，

Gabszewicz， and Thisse (1979)がある。同研究では、各企業が同質財を販売している

場合には、激しい価格競争を避けるために、企業は分散して立地するとしづ結論を導い

た。これに対し、OePalma et a1. (1985) では、品質、ブランドなどといった立地と

は独立の差別化要因が存在する場合には、0'Aspreroont， Gabszewicz， and Thisse 

(1979) とは対照的に企業が集積する (ことがあ りうる)としづ 結論を導いた。差別化

要因を具体的にどこに求めるかによって立怯ザーンが変わりうるため、様々な分析が

蓄積されてきている九また、不確実性が差別化要因となるこ とについても、Rheeet al 

(1992)， Bester (1998)， Meagher and Zauner (2005)などで指摘されている 本稿も、

5類似の結果を指摘した実証分析も存在する。例えばIgami(2削 7)では、関東の私鉄駅近辺において、大規模

唐舗の進出が近隣の既存底舗にどのような最響を与えたがを分析している. 大規模唐舗が進出した場合には、

進出しなかった場合と比べて、既存の大規模底舗 中規模唐舗については生存砲事が低下するのに対L 、既存

の小規模唐舗については生存確率がむしろ上昇しているというのが分析結果である.

6例えiまB四 akiV3，De Pal阻， and Th isse (1989)は、消費者が特定のプランドに選好を持ち、各企業がプラ

ン ドによる差別化が可能という訟定のもとで、製品差~Ij{ヒの程度が大きいほ ど、企業は集積する ようになるこ

とを示した. Tabuchi (1 994)や Yeendorpand Ma jeed (1995)は、立地が 2次元である場合を考え、 線形都市

における l 次元の立地以外にも差君Ij{ ヒ要因がある場合には、 方の要因は最大限に差別化される 方、他方の

要因は差別化されないという結果を嘩いた. Christou a凶 Vettas(2岨5) r立、製造時の品質格差が存在し、価

格を設定する前に品質が共有知識となるという設定のもとで、品質格差の期待慣が増大するにつれて、集積的

立地が現れや寸くなるということを示した，

， Rh明 eta1. (1 992)は、消費者の財についての選好を企業は部分的にしか知ることができないという設定の

もとぜ、不確実性 (企業の知らない範囲) の増大によって立地がより集積的になる(企 業開距離が縮まる)こ

とを示した. Bester (1 998)は、 製品差別化が可能で、製品q; 質についての情報が不完全にしか消費者に伝わ

らないという設定のも とで、企業は集積的立地を選ぶ傾向にある というこ とを示した。性agherand Zauner 
(20凹) r立、消費者の居住範囲を表す分布が変化するよう な設定のも とで、不確実性の増大によって集積的立地
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財の価値に関する不確実性が存在し、それが差別化要因となうて集積を生じさせている

という点ではこれらの研究と共通する。しかしながら、上述の研究では品揃えを扱って

いる というわけではなく 、品揃えの槽減が差別化にどのような影響を及ぼすかについて

は考慮されていない。

一方、本稿と同様に消費者の探索行動を前提とし、そのもとで品揃えに着目 したもの

としては、Ea tonand Lipsey (1979)， Stahl (1982)， Wolinsky (1983)， Schulz and Stahl 

(1989， 1992) などの研究が存在する。これらの研究と本稿とは、目的意識がずれてい

ることもあり、競争環境のとらえ方が大きく異なっている。本稿では、

(1)規模の異なる企業が競争する

(2)価絡は企業の戦略で消費者の行動前に公表される

(3)品揃え総数が代替の弾力性に影響する

とし、う状況を考えている。これに対し、これらの先行研究ではいずれも企業規模は対称

であり 、(1) は考慮されていなしえまた、Ea t仁nand Lipsey (1 979)， Stahl (1982) で

は価格は所与であり 、Wolinsky(1983) では来底した消費者にしカイ面格が分からないた

め、し、ずれも (2) は満たされなしへ価格競争の影響は状況によっては極めて大きし、ぬこと

を踏まえると、これは本質的な相T主であると考えられる。さらに、 Stahl(1982)， Schulz 

and Stahl (1 989， 1992)では(3)が満たされない。すなわち、これらの論文では、仮に

品揃え総数が増えても比較対象となる財の価値が変わらない。このため、 Schulzand 

Stahl (1989， 1992) では品揃えが増える と集積時の均衡価格は上がるヘ これに対し、

本稿では価格は下がる。

なお、品揃えというのは、近年においてなお立地モデルの中で研究が進められている

トピックである。 例えば Pengand Tabuchi (2007) といった研究が存在する。ただし、

当該論文は

(1)立地品揃え の2段階競争を行う(本稿では 立地価格)

(2) 企業は線形都市上の任意の場所に複数出府可能(本稿 では両端のいずれか一方の

がより起こりやすくなることを示した。

8 Schulz and Stahl (19回， 1992)では品揃えの大きい企業の独占と品揃えの小さい企業の続争とを比較Lて

いるものの、規模の異なる企業が競争しているわけではないー

9 Wolinsky (1開3)でも、消費者が行動する前に価格情報を伝えて誘引するというとと(現実経済においては

例えばチラシを配るといったこと)はそデル上不可能である。そのため、孤立立地でも低価格で張り合うとい

う戦略ははじめから除外されている。従って、参入唐舗の規模がある程度以よあるという状況を取り扱うには、

当該論文の設定は適L ていないと考えられる。

10 Hotelling (1 929) とD' Aspremont， Gabszewicz， and Thisse (1979)の本質的な相違は、後者に限って(立

地が決まった後で)価格を決められる、というただ l 点である。前者では集積が均衡として現れるのに対し、

後者では集積は決して均衡にはならない。

H より正確には、「上がるような状況にのみ着目しているj というべきではあるe
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み)

(3) 消費者は単一底舗のみを訪れられる (本稿では同一地点に立地した場合には複数

1苫舗への来訪を許容12)

などといった点で異なっており 、結果もかなり様相を異にする。

本稿の構成は以下の通りである。まず第2節においてモデノレを説明する。次いで、第

3節においてモテソレの均衡を導く。第 4節では導出した均衡が社会的に望ましし、かにつ

いて分析する。最後に、結論を解釈するうえで留保すべき点や、今後検討すべき点につ

いて触れて結びに代える。

2. モデル
都市左Lて長さ lの線分を考える。 消費者は線分上に一様分布している。

品揃えn，を有する既存企業131立、線分の左端 (座標 0) に底舗を持っている。以下、

既存企業を添え字I で表す。品揃えn，を有する参入企業は、府舗の立地地点として座標

。または lを選択する。立地に掛かるコストi土地点に拘わらず 0である。以下、 参入企

業を添え字Eで表す。

参入企業の立地が確定し共有知識となったのち、両企業は同時に商品の価格 PI ，PE

を決める。

商品の価値は不確実であり、事前には企業、消費者ともに分布しか分からない。分布

は品揃えに応じて決まり 、どのように決まるかについては後に仮定する。商品の生産コ

ストは0とする。

地点x に住み、地点y(=0，1) を訪れ、価値v の商品を価格pで購入した消費者の効用

はU = v - p - ~x ーオ で与え られる。 ここで、 t は消費者の被る移動コ ス トの大きさを表

すパラメータで、出112を仮定する14

消費者は両庇舗の価格 ・品揃えを踏まえ、 E (U );' 0である場合には府舗を訪れる。た

だし、両底舗の立地が同一である場合には両方を訪れることができるのに対し、同一で

"なお 、本稿の設定を調整し、立地に拘わらず複数l苫舗への来前を可能にLても、均衡立地については定性的

には変わらないと推測される。

"商業集積を単 一の企業として表現したもの。

" これは、モデルで描写しようと している状況が、 同一都市舗の中心部と郊外であることに基づいている. 新

規企業が参入する前の段階で、都市全域が商圏に含まれているのでなければ、都市の端を f郊外j として扱う

のは適切ではないだろう。モデル上、新規参入が生じる前は中心地に存在する既存企業の独占となっており、

独占価格は112となる。このも とで、 地長1 に在住している消費者が中心地を訪れるには、t豆1/2 でなけれ

ばならない.
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はない場合には片方しか訪れることはできないものと仮定するヘ 両方の底舗を訪れた

場合でも、購入する商品の数は最大 l個である。

商品価値の分布と品揃え刊に関する仮定

①消費者の購入対象となる商品の価値(v)は品揃えによって変化し、[(n;~ 1) 1加; + 1)， 1]のー

様分布に従 う(;= I，E )。

②nr= ∞、すなわち既存企業が販売する商品の価値は必ず l である。

③n，孟2とする。

CI 項については、[0，1]の i，i， d な一様分布をn個考えた際に、その最高値の分布とし

て与えられる密度関数nv M-1をベースに考慮したものである。 この密度関数はサポー

ト勺0，1]、期待値 nl(n+l)としづ特徴を持っており、仮定した一様分布は、サポー

トの上限値と期待値がnv "-l と等 L くなるようにサポー トの下限を定めている17。つ

まり 、仮定の背後には、 (分 布の形状は多少異なるものの) 多く の品揃えの中から

最も気に入った商品をlつ選択して、それを購入するかどうかを考えるという状況

を惣定している。

②項については計算を容易にするための仮定である。ただし、n，が一定の有限値をと

った場合でも、参入企業の均衡における立地には同様な性質が現れるものと推測さ

れる。

③項についても計算を容易にするための仮定である。 nE=1 のときには、均衡価格が

商品価値の分布内となる関係で計算が煩雑になり、 本質的な利点がないままで計算

に綿幅を費やすことになることが判明したために導入した。

3， 均衡

均衡概念と しては、純粋戦略のサブゲーム完全均衡 (SPNE:Sub game~Perfec t Nash 

Equilibrium)を用いる。参入企業が立地 0を選択したもとでのサブゲーム (集積サブ

ゲーム)を 上付き添え字Aで、立地 lを選択したもとでのサブゲーム(分 散サブゲーム)

;~ 唐舗の立地に拘わらず両方の底舗を前れられる と仮定 しても、定性的な結果はさほど変わらないものと推測

される.

'"密度 関数が実質的な意味を持つ範濁をサポー トという. サポー トの下限(ここでは 0)は、分布関数の値が

Oを取るような確率変数σつ直のうち、 最大のものであるー一方、サポー トのよ限(ここでは 1) は、分布関数の

値が 1 を取るよう な確率変数の値のうち、 最小のものである.

17 nv "-lをそのまま用いる と、多くの場合に解析的に解けなくなるための槽置である. 仮にそのまま用いたと

しても、定性的な結論は変わらないものと筆者は推測している。
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を上付き添え字Sで、それぞれ表すことにする。

3. 1 集積サブゲームのナッシュ均衡

消費者が集積地域を訪れた場合、両企業の販売する商品を見比べてから購入するので

V， -P I ;:::: V z - P E> V] - P l 2: 0コ 既存企業から購入、

V E - P z 2: V J - P I'V Z - P Z 2: 0 =今参入企業から購入、

V1 - P l <O，V Z - P Z <0二今 何も購入しない。

となる。従って、各企業の販売できる確率は、明らかに均衡とはならない場合を除外す

るとお

一 +1prob f =l-27(P I-p ρ ) 1 ( 

+1 
prob ; =2z-M-p z) (2) 

となる。また、地点xに住む消費者が集積地域を訪れることに伴 う期待効用は、

【イ =州 ( 1 引 prob;(1一平)-rr
(3) 

可 (n，+ 1)(p， -p，) 
ー 1- " "T'" 一 日

打 4 ー

で与えられる。 期待効用が0になる消費者の座標どは、

〆=1" ，1in， + 1)(p， -p，)-+1-0. I ，'-E ' -/'.11 rE /  +l-Pr 1. (4) 
一一 4 • . I 

である19。企業の期待手IJ潤は (消費者は[0.1]にしか存在しないので)

イ = p，prob，A min{ど.1}.(i=I.E). (5) 

となり、各企業の 1階条件を導出して解くことにより 、以下の補題を得る。

18 pz > P Iでは、prob;=0. p， > p， +2/(n， +1)では、prob: = O. p，;' 0となるような他グル価

格を設定して prob;">O(i=I.E)とするこ とができる場合には、このような範囲の価格設定は明 らかiこ均

衡にはならない.

"消 費者は[0.1]にしカ込存在しないものの、以下では嘩出の便宜上、主:の値が l を超えることも許容する。
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補題 1

集積サブゲームにおける均衡価格は、

FA 4 A 2 
=一一一一-:-:- 'P E =一一一一-
3(n， + 1)' rz 3(n， + 1) 

であり 、均衡利潤は

8 2 
Jr :- ーーーーーーー-.Jr :: = ーーーーーーー-

9(n， + 1)' 9(n， + 1) 

となる。

証明 補論Aを参照のこと。

(6) 

(7) 

(6)式より 明らかに、参入企業の品揃えが大きければ大きいほど、すなわち集積地点

における総品揃え数が大きければ大きいほど、均衡価格は低下する。 これは、品揃えの

増大が、参入応舗と既存底舗との差別化を困難にさせるためである。

極端な例としてn，が無限大な状況を考えると、このとき、どちらの底舗も確率 l で価

値 l の商品を販売できる。従って、完全同質財において価格競争を行っている状況とし、

える。明らかに 均衡価格は限界費用 (0 )になる 。n，が郁艮であっても、精力目すれば

するほど限界的な価格引き下げによって獲得できる需要が増加する(競争が 成 り立つ領

域では密度関数の値が大きし、) ことから、価格は低下していくのである。

Schu1z and Stah1 (1989， 1992)ではこのような効果が分析されていなし仰ため、本稿

とは対照的に、品揃えと均衡価格は正の相関関係を持つ。

3. 2 分散サブゲームのナッシュ均衡

消費者がそれぞれの底舗を訪れた場合には円亙 p，であるときに限って商品が購入さ

れる。 従って、企業が販売できる確率は

自 11. if v， 孟l
prob; = j ‘J 

10， 上記以外の場合
(8) 

m 当該論文では、品揃えが増えると競合対象となる商品の価値は上昇する. これは本来、高い価格を付けにく

くする.し かし、競合商品への需要の流れにくさを表すパラメータが十分に大きな場合、すなわち競合商品と

の価格競争が厳L くなり得ない場合を専ら扱っている. また、「パラメータが十分に大きいJといえるための条

件については分析されていない。
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if 肝 (-if fil
川 ={2zflhz)， 山 (241) (9 ) 

nz + 1 
0， 上記以外の場合

となる。また、地点xに住む消費者がそれぞれノの地域を訪れることに伴う期待効用は、

prob，S > 0のときに

U : =l-P l-tx ， (10) 

| 一生-;-- p， -t(1 -x)， 

ιs = ~ nz + 1 

I (n， +1)(1- p，)' 
|一一ーで一一一- t(1- x)， 

となる。ここで、昨 =0，U，' =0となる座標をそれぞれX: X1
Sとすると、

n.ー l
if pz S~ー，

nz + 1 
) -l ( 

上記以外の場合

~s _ l-p， -一二~ t 
(12) 

il:: 午!
if p， 壬丘二，， 

nz + 1 
(13) 

上記以外の場合

が導かれる。ここで、x:sx:となる条件は

t?:' t
S (14) 

ただし

n司

'ii I 1一九 +ポ T一九

11_V ，+(n，+明 p，l'I j - p， +一一一一一一一一一，
4 

ム口

」
一
札

場

n…一
札1
d

J
A

P

~ノ

z

以

pa

ロし

江

ぷ (15) 

となり、これは庇舗間の住み分けが実現するよ うな価格と移動コストの関係を表す。

また、u:= U! S ;;:: 0となる座擦をどとすると、
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ワ|去[1-p，ず吉山tJ

141 Pr L24半~+t]

ifp，，， n，-1 
n1! +1 

上記以外の場合

となる。どが前生するt と価格の関係はt孟t'である。従って利潤関数は、

(16) 

s I PJ "prob:.xs 
， t孟t'

j'" ， _._"' U _ ，~ ^ (17 ) I P l "prob:.x: ， 上記以外の場合

， lp，prob;'(1 -x'). t孟1' .
j'" ' ， _ _ " ' U _ ，~ ^ (18) ， I p，prob; ' (1 -x~). 上記以外の場合

である。 前節と同様に反応関数を導出して解くこ とにより、以下の補題を得る。

補題2

分散サブゲームにおける均衡価格および均衡利潤は、表 l のように与えられる。

表 1分散サブゲームにおける均衡価格・均衡利潤

tの範閤 均衡価格 均明利潤

[。仏1i J
ぁ斗 [t(n， + 1) + 1]' 

FEJ = Bt(nz+l)2 2 ¥ n， + 1 

p， =0 Jr
E 

= 0 

[3t(n， + 1) + 1]' 
p， =1+ 

tr.ι 18t(n， + 1)' 

[3(n，¥ 1)'~] 
3(n， + 1) 

[3t(n， + 1)ー1]'
p， =t-3(n， +1) Fに， 18t(n，+I)' 

証明補論Bを参照のこと。

表より明らかに、参入企業の品揃えによって間企業の価格は変化する。 これは、分散

立地では低価格によって品揃えの(相対的な)少なさを 補おうとする、という行動を意

味している。つまり、限られた種類の製品しか扱っていない代わり に安さを売り にL て

いるような孤立底舗が、サブゲームの均衡では現れている。

なお、このような均衡価格は消費者の探索を前提にしたとしても必ず生じるというも

のではない。価格が戦略変数であり 、しかも消費者にとって (意志決定の時点で) 既知
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の情報でなければならないのであるヘ

3.3 立地選択

各サブゲームにおける企業の利潤(単 一のサブゲームで複数均衡が存在する場合には、

そのうち最大利潤となるもの)を比較することにより 、以下の命題が成り立つ。

命題1

①参入企業については、

< < 
t=-" -' tr.. =tr~ 守一

H E H ]! 

n司 +1
〉 “ 〉

(19) 

という関係が成り立つ。従って、 t<lI (n，+1)では地点。を、t> lI (n， +1)では地点

1 を選択する。 t= 1 / (n， + 1) ではどちらの地点に立地しても無差別であるため、立地

は確定しない。関値はn，に関して単調減少である。

②既存企業については、

く く

t= 一一一一・ Jr~ =Jr ": 
n. + 1 “ 

〉 “ 〉

(20) 

という関係が成り立つ。つまり、立地選択のインセンティブは両企業で対称である。

証明 均衡利潤の相互比較から直接導力寸1る。

この命題は、 「品揃えが大きい底舗ほど、 (ある移動コスト tのもとで)分散立地を

選択しがちである」ということを示している。この結果は、以下のように解釈される。

参入企業が集積地域を選択すると、当該地域σ:集客力向上というプラスの効果を持

つ一方、企業問の競争は激化するとし、うマイナスの効果も存在する。

品揃えの小さい参入企業にとってみると、集積地域を選択した場合の集客力の増加

は(自企業以外の品揃えが 相対的な意味できわめて大きいため)著しい 。一方、自

企業の品揃えが低く、製品価値の分布は広いサポートを持っている。このため、製

品が差別化されていることになりへ競争のマイナス効果は比較的軽微である。

21 Wolinsky (l明 3)では価格に対する期待は品揃えにかかわらず一定という仮定を嘩入している。このため、参

入唐舗の品揃えを仮に増やせたと しても、ヰヌ補題の結果は現れない。

n 密度関数の値が主体にわたってさほど大きくないため、既存企業にとって限界的な価格の引き下げの効果は
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これに対L 、品揃えの大きい参入企業にとうてみると、集積地域を選択した場合の

集客力の増加は限定的である一方、 各企業がそれぞれ十分に高い価値のものを販売

できるため、競争のマイナス効果は大きし伊。

なお、移動コストが高いほど分散立地が現れやすくなるのは、tの上昇に伴って集客

力効果があまり得られなくなる(集積しても しなくても、応舗への距離がかなり近い消

費者しかし、ずれにしても訪れなし、)ためだと考えられる 。

4. 厚生分析

本節では、前節で導出した各サブゲームの均衡価格に基づいて、それぞれの立地にお

ける経済厚生(総余 剰)を導 出する。計算式は

W (総余剰) =消費者余剰+生産 者余剰

= (消 費者の購入した財の価値 j支払額 j移動コス ト)

+収 入額

=消費者の購入した財の価値 j移動コスト

t( prob;.1 + p叫当土ll)吋集積の場合

命x 
E

一川

i
r-
-Lsx 

+ 
ん
叫町

一子
個』
1
1ωe

分散の場合 (2 1) 

となる24ので、これに各サブゲームの均衡価格を{~入 して、

w.4 =_8n， +16-9(n， +1) 

18(n，+I) (22 ) 
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s w 

山 〈ーよ -
3(n， + 1) 

上記以外の場合
(23 ) 

を得る。これらを比較することによって、次の命題が導力通れる。

限定的である。

幻これは、 わずかの価格差で多くの消費者を碕保できることを意味する.つ まり、需要の価格弾力性はよ り高

く、最適な価格設定はより低くなる.

“集積ケースにおいて参入企業が販売するのは、 商品の価値が[1 -p， + p，.I] のとき. 従って、期待値はこ

の式のよう になる。
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命題2

ゲームの均衡立地と経済厚生(総余 剰)との 関係は、表2のように与えられる。

ここで考慮すべきポイントは以下の 2点である。

①消費者の購入した財の価値は、集積立地ではtにかかわらず同一である。これに対し、

分散立地ではtの上昇に伴って低下する25

②総移動コストは分散立地の方が小さく 、集積立地とのコスト差はtの上昇とともに拡

大する。

表2経済厚生の比較

tの範囲 総余剰の大小関係 均衡で実現する立地

[0， 9(n: +1) J WS >W..4. 集積

5 

町内 +1) 
w' =W

A 集積

(ι1)nE+1) 
WS <W.A. 集積

n
E 
+ 1 

WS =W'" 不定(無差 別)

(何人」 WS >WA 分散

上記のポイントを踏まえると、 命題を以下のように説明できる。

移動コス トが十分に低いときには、上記①、②の要因がともに分散立地にとってプ

ラスに働く。つまり、分散立地のもとでは、 集積立地の場合に比べて多くの消費者

が既存底舗から購入する。このため、経済厚生では分散立地に優位性がある。

移動コストが十分に高いときには、分散立地にとうて上記①の要因がマイナス、②

の要因がプラスに働く。後者の要因が相対的に大きく効き、経済厚生では分散立地

に優位性がある。

おこれは、 x'に均衡価格を代入すると、それがtの減合、関数になっていることから示される。 tが増加する

と、(価 値♂低い商品を販売する) 参入唐錦から購入する消費者が増加するというととを意映している。
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どちらでもない場合には、分散立地にとって上記①の要因がマイナス、②の要因が

プラスに働く。前者の要因が相対的に大きく効き、経済厚生では集積立地に優位性

がある。

本命題において移動コス トtについて非単調な大小関係が生じているのは、上記①の

要因がポイン トであると考えられる。(モデルがかなり 異なるので直按的な比較はでき

ないものの)上記②の要因だけを含んでいるモデル、例えばEa tonand Lir泊町 (1979)

では、このような結果は生じない。

なお、本命題の結果を現実に対応させるためには、モテソレから捨象した点なとJについ

て十分に慎重な考察を要する。とりわけ、出底コストと消費者の分布については大きな

影響を与えると予測される。

5. おわりに
本稿では、線形都市モデノレを用い、企業が立地選択一価格競争とし、う 2段階の意志決

定をするような状況について検討した。企業の販売する財の価値に不確実性があり、品

揃えの増加が不確実性の減少をもたらすような状況では、品揃えの小さい [大きしつ 企

業ほど集積 [分散] するような立地を選びがちだとしづ結果が得られた。また、集積的

立地は消費者の直面するコストが小さいときに生じ、分散的立地はコストが大きいとき

に生じることが示された。

従って、 「まちづくり 3法」改正のよう に大型L百に限定した郊外出底規制であっても、

当該規制が実効性を持つ限りへ応舗立地の中心地問帰を促進するような要因の 1つと

なる可能性がある。

ただしこの結果については、以下のような留保条件がある。

本稿では商業集積を単一の企業として表現しており、統一的に意志決定がなされる。

しかし、実際の中心市街地では様々な規模の企業が混在しているため、新規参入企

業への対抗策を練るとしづ状況であっても、必ずしも各企業の利害が完全に一致し

てし、るとはし、えなし、。

本稿では、品揃えを表現するパラメータと分布を直接関連づけており、さらに既存

企業の品揃えを肺艮大と しているため、各企業の販売する商品の価値が相関するよ

うな状況を捉えられていない。各企業の品揃えが有限で、しかも商品の価値に正[負]

初個々の唐舗が制限面積以下であっても、それが隣接地域に立地するのであれば主体としては大型府の立地と

類似の効果を持つ。駐車場など施伎の共用が行われない限り 、必ずしもこのよ うなケースが規制対象になるわ

けではない。従って、規制の実効性を保つには複数事業者による(暗黙の)協調的出底行動への対処をあらか

じめ定めておく必要があると考えられる。
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の相関関係が存在する場合には、競争が激しく [緩く] なるため、立地窪択にも影

響が及ぶと考えられる。

これらの設定を変えた場合に本稿の結果が保持されるかについては、今後の研究課題

としたし、。
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補論

楠論 A 補題 1の導出

ここではまず、均衡周辺においてど 引 となると仮定してナッシュ均衡価格を導き、

その価格のもとでは確かに〆 21となることを確認する。

x
A
迂lのときには、 'fi J潤関数のmmの項は l に置き換えられ、'fi Ji潤関数は

tr， A = p，. prob，A ， (i = 1， E). (24) 

となる27。この l階条件から、反応関数

RA ム+-L
2 n， +1 

R~ = J!..z... 
2 

(25) 

(26) 

幻価格の微少な変化によって変わるのは企業開の販売シェアだけであり、総前問者数には変化がない.
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を得る。 従って、この場合の均衡価絡は

A' 
p， 

PA-
z 

4 

3(n， + 1)' 

2 

3(n， + 1) 

であり、均衡利潤はtには依存せず

8 
tr:. ーーーーーーー-

9(n， + 1) 

r 
z E 

2 

9(n， + 1) 

となるのまた、このとき

U:' _ 9n， -2 
内 =一一」一一一一-tx

9(n， + 1) 

(27 ) 

(2 8) 

(29) 

(30) 

(31 ) 

であるから、tく (9n，-2) 1 [9(n， + 1)]( > 1/2)ならば、このケースに該当するといえる。

i墜に、tがこの条件を満たさずxA < 1となるためには、価格をかなり 引き上げなければ

ならない。そのような行動は、(a )販売確率の低下、 (b)来訪総消費者数の低下、 を通じ

て利潤を下げることになる。 (a) と単価上昇がちょうど釣り合う点が上記均衡価格であ

るから、それよりも高い価格は明らかに均物とはならなし但。

楠論 B 補題 2の導出

本節では、まずt<;， t' が満たされるものと仮定してナッシュ均衡価格を導き、その価

格のもとでは確かにt壬t'となること、および、価格を引き上げてt> tS とするような誘

因のないことを確認する。

なお、以下の導出過程では、p，> (n， - 1) 1 (n， + 1) の場合については記述していない。

これについても計算したところ、均衡の導出に影響ないことが判明 したωため、記述を

省略したものである。

t豆t'のもとでの利潤関数は

'" t>1/2の場合についても、均衡立地が明らかになるだけの計箪は行っている.ただし 、第 2節で注記した

ように、その部分には積極的な意味があるとは考えていないため、要望があった場合に限り公開することにし

たい.

ω既存企業の反応島被が放物線、参入企業の反応島被が 3枚方程式の解となる。前者を後者に代入することに

よって、 n，とtに関する 31X方程式の解として p，を噂出することができ、p，もそれにより求まる. t豆1/2

のもとでこの範囲に均衡があるのは、n
E
=1 の場合に限られることがわかった。
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n: = PJ"prob:"xs， 

=引 t+PR Pr 」」+l|
21¥ nE+l ) 

z
一川

X

P

A 

一

+
PA 

M

出
川

ば

であるのでl階条件から反応関数

p， +t ， R; (p，) =一一一+一一一一 ，
2 2(n

E 
+1) 

S/ Pr+t 
(p，) =工」一一一一一一

2(n
E 
+ 1) 

を導くこ とができ、内点解は

p:-=1+ _ _  1ー ，
3(n

E 
+ 1) 

p; =t 一一一一一一
3(n E + 1) 

である。ただし、PE;:'0 であるので、実際にはt<1I [3(n ，+1)]では端点解

pf十 n
E
1+ 1 ) 

pf=0 

となる。

上記価格のもとでの利潤は

I [t(nE + 1) + 1]' 

，r，' =! 8t(n， + 1)' 

I [3t(n， + 1) + 1]' 
1 18t(n

E 
+ 1)' 

o 
，r， : = ~ 

I [3t(n
E 
+ 1) -1]' 

l 18t(n
E 
+ 1)' 

山 くーよ -
3(n

E 
+ 1) 

上記以外の場合

山 < - - -
3(n

E 
+ 1) 

上記以外の場合

であ り、移動コス トの条件 (t 豆t')は、

(32) 

(33) 

(34) 

(35) 

(36) 

(37) 

(38) 

(39) 

(40) 

(41 ) 
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t壬t' 、、i
l
l
t1
/

l

一2
〉

〆
f
il
-
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¥

+
一
+

2
-
z 

初
一
拍

〈
一

(42) 

となる。

ここで、上記の価格 (p; ，p; ) が均衡価格になるためには、価格を引き上げ、競合

を避けても利潤が精力日しないことが必要である。すなわち、

1(:- :?: rnaxy，(~ \<~，{~， . \ PI ば(p，)，
ヱリ"- :L 吋 〆 ー

(43) 

tr;. ~ rnax り (44) 

の2条件を満たしていなければならない。

pf〉Oのときには30

一一 司n.+ウバ(p;-) = ' ''E 一一一lラ

3t(n
E 
+ 1) 

F ← ミn.+ 1 
x:( pr) =2一一」一一
--，--" " . 3t(n， + 1) 

であるので、 (42) 式の条件を踏まえると、

(43)式右辺=一一土一一 [6n，+4-6t(n， + 1)] [6t(n， +1)-3n，ー1]， (47) 9t(n
E 

+ 1)2 l-" Z -~ \"E 

(45) 

(46) 

(44)式右辺=一 -L-716nzU-6t(n+l)][6t(nz+l)-h-2] (必)9t(n
z 
+1)2 l - " E . - -~'，， 'E 

となる。 (43).(44)式の両辺を比べると左辺が常に大きし仰ので、

tE [0，2(nE + 1)![3(nE + 1)]]では、価格の組(p; ，P;J が均衡価格、< が均衡利潤となる

ことがわかる32。

ω p; =0となるときにはtが小さい，逸脱fi tが大きければ大きいほど起日付くなるので、このケース

については考慮しなくてよい.

"左辺から右辺を引いて整理すると 、t についての 2次式になる. 2次伏係数は玉で、(左 辺 右辺=0として

解いたときの)判別式が負であるから、常に玉の値を取るといえる .

U なお、分散立地のザプゲームについ ても、 一応nE，，3 fこ限り t> 112の状況も計算してある。 本稿に掲載

しないのは、この郁分に意味があるとは考えていないためで、要望に応じて公開する.
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